
令和7年度
災害時学校支援体制構築事業
（学校支援チームの設立・取組強化）
事業報告（最終報告）

岩手県教育委員会事務局教育企画室



１．設立に向けた検討の経緯

【岩手県の現状】
・近年の災害の頻発、大規模化の現状を踏まえ、岩手県に
 おいても学校教育の早期再開や子どもたちの学びの確保
 が課題
・東日本大震災津波以降に採用された教職員の割合が全
 体の3割に上っている現状にあり、過去の経験と教訓の継
 承が薄れていく懸念

【チーム設立、研修を通じて期待する効果】
・大規模災害発生時、全県的な連携の下で迅速に対応でき
 るような学校支援体制の強化
・平時の各所属における防災体制の強化
・東日本大震災津波を始めとした過去の災害の教訓や経験
 の継承
・各学校における「いわての復興教育」の充実により、郷土
 を愛し、その復興・発展を支える人材の育成

【チーム設立に向けた組織体制】
・担当室課だけではなく、教育委員会全体で設立からチー
 ム運営、発災時の対応について連携できるよう関係各室課
 の担当者で構成する検討会議を設置

室 課 名 担当 主な業務（災害時の想定を含む）等

県立図書館 館長 総括マネージャー

教育企画室

企画担当 事業の総括に関すること

総務担当
災害時の被害状況の取りまとめ及び災害時の予算
管理に関すること

予算財務担当 災害時の予算管理に関すること

施設整備管財担当 災害時の学校施設の復旧に関すること

学校教育室

生徒指導担当
ＳＣ・ＳＳＷ派遣等、児童生徒の心のケアに関す
ること

産業・復興教育担当 研修の企画・運営に関すること
義務教育担当

事業・研修の周知、学校再開に係る情報収集・助
言に関すること

高校教育担当
特別支援教育担当

学校企画調整担当
学校教育室所管の業務に係る情報収集、調整に関
すること

教職員課
小中学校人事担当
県立学校人事担当
組織人事担当

チーム員の派遣調整、服務、管理に関すること

保健体育課 学校健康安全担当
学校安全・衛生及び給食再開に係る情報収集、助
言に関すること

生涯学習
文化財課

地域学校連携担当
社会教育施設、関係団体及び地域との連絡調整に
関すること

【チーム設置に向けた検討会議】



２．令和7年度の取組（年間スケジュール、検討会議の開催）
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

市町村教委、教育事務所、
県立学校等へ説明
・教育事務所長会議
・市町村教委との意見交換
・県立学校長会議
・代表指導主事会議
・県指導主事会議

研修受講希望の照会
（7月15日～8月22日）
・小・中・高等学校・特別支援学校
・教育事務所 ・事務局職員

養成研修①の開催
（9月17日)
対面又はオンデマンド形式

・〔講義〕教職員による学校支援の意義
・〔講義〕東日本大震災からの教訓
・〔講義〕能登地震災害への派遣について
・〔講義〕災害時における派遣体制について

養成研修②の開催
（1月７日）対面形式
・〔講義・演習〕被災した学校への
支援について

・〔講義・演習〕児童生徒への支援、
心のケアについて
認定式の開催、認定証の交付
「D-ESTいわて」設立

検討会議③
（12月23日)

検討会議①
（6月20日）

検討会議②
（８月21日）

市町村教委、教育事務所、
県立学校等へ報告
・教育事務所長会議
・市町村教委との意見交換
・県立学校長会議
・代表指導主事会議
・県指導主事会議

検討会議④
（3月24日）

検討会議①
・趣旨説明
・令和７年度の取組について
・ガイドライン改定、ハン
ドブック作成について
・チーム名称について
・推進委員会の設立につい
て

検討会議②
・チーム員募集、養成研修申
込状況について

・養成研修①の運営について
・ハンドブック作成について
・ガイドラインの活用の見通
しについて

検討会議③
・養成研修①について（報告）
・養成研修②の運営について
・ハンドブック作成について

検討会議④
・令和７年度の取組について
（報告）
・令和８年度の計画について
・災害時のチーム員派遣体制に
ついて

ヒアリング
宮城県

研修視察
宮城県

研修視察
岡山県

全国研修
5名派遣



２．令和7年度の取組（チーム員養成研修の内容等）

【チーム員養成研修①】 9月17日(水） 会場：サンセール盛岡（盛岡市）
10:00～11:00 講義：教職員による学校支援の意義

岩手県立図書館長 森本 晋也 様
11:00～12:00 講義：東日本大震災津波からの教訓

～家族の希望となるために 生き抜く～
釜石市立唐丹中学校 元校長 藤舘 茂 様
（いわての復興教育サポーター）

13:00～14:00 講義：大規模災害、その時の学校
～受援と支援からの学び～
岡山県教育庁教育政策課 高津 智子 様

14:00～15:00 説明：災害時における派遣体制について
岩手県教育委員会事務局教育企画室職員

【チーム員養成研修②】 1月7日（水） 会場：サンセール盛岡（盛岡市）
10:00～12:00 講義・演習：被災した学校への支援を考える

                                                宮城県教育庁保健体育課 菊田 洋一郎 様
13:00～15:00 講義・演習：児童生徒への支援、心のケア

兵庫教育大学名誉教授
兵庫県立大学名誉教授 冨永 良喜 様

15:00～15:30 チーム員認定式



２．令和7年度の取組（チーム設立、養成研修開催にあたり工夫したこと）

〇各種会議での周知
・4月から教育事務所長、市町村教育長、県立学校長、代表指導主事等の各種会議においてチーム設立についての趣旨説

    明、研修への教職員参加に係る理解、協力を依頼した。
〇研修の申込み方法

・所属長承認を確実に把握し、研修履歴として残す手段として全国教員研修プラットフォーム（Plant）を通じて申込み手続
    きを行った。Plantのアカウントを持たない職員の申込はMicrosoft Formsによる申し込みとした。
〇研修の受講方法

・第1回の研修については参集の他、オンデマンド研修も可能とした。 → 年度途中での開催通知となったこと、広い県土を
有する岩手県において参加のハードルを低くすることが目的。

・第2回研修はグループ協議を含む内容とするため、参集での研修とした。2回の研修の概要をあらかじめ示し、「2回の研
修両方に参加できること」を前提として募集した。やむを得ず第2回研修を欠席した教職員へは後日代替研修を実施した。

〇研修講師の選定
・先行実施県や専門的な見地をもつ講師を依頼し、講義や演習をしていただいた。

   ・いわての復興教育サポーター(東日本大震災津波当時被災地の学校での勤務経験のある元教員、各学校や自治体等で
    の講演などを通して「いわての復興教育」推進に寄与している。）からの講義を設定することで大震災津波の経験と教訓
    の継承という本県の課題解決の一助とした。
〇事前アンケートの実施

・東日本大震災津波当時の勤務地、学校再開支援の経験等を研修申込時点のアンケートで把握し、協議の際のより効果的
    なグループ編制につなげた。当時の経験等からの思いをメディアを通じて発信していただいたことで本事業の周知、機運

醸成につながった。



２．令和7年度の取組（研修受講者からの声）

研修受講者のリフレクションより
・「東日本大震災津波から14年たち、文部科学省や県もようやく支援体制をつくることに力を入れること、うれしく思います。ボランティアではな
く教員としてのスキルを生かせるこの事業は、新しい視点からものごとが見られる機会でもあると思いました。災害が頻発する現代には、日本
全国がこのように強化していくべきなのだと思いました。」

・「震災津波当時の貴重なお話を伺うことができ、大変感謝いたします。地域を好きになること、揺れの後30分、思い通りにならない時ほど人
は成長する、など、教訓としたい言葉が多くありました。自分が同じ立場だったら、どのように行動するだろうか、と考えながら聞きました。岩手
の子供、岩手の教育のプライドを強く感じるとともに、それを担う一員である自分に対しての責任感も感じました。」

・「被災時には、臨機応変な対応・即時的な対応が求められることを学んだ。もし明日支援員として現場に派遣されたら、おそらく何もできずに
終わってしまうだろう。平常時から支援員として現地で活動する場合の対応についての知識を身につけ、実際に活動するときに十分に機能す
るように努める。」

・「事務職員（行政職を含む）の方、震災当時の学校の様子を知っている方、被災地に住んでいた方など、多様な立場の意見を聞くことができ
たことは大きな学びであった。
震災当時の学校の大変さを実際に知っている方々と比べると、それを知らない自分にできることはほとんどないのではないかと感じていた。し
かし、「実は掃き掃除をしてもらえるだけでも本当にありがたかった」という声を聞き、相手のニーズや気持ちを察しながら自分にできることを
探し、自ら判断して行動することが、支援の第一歩になるのだと考えるようになった。」

・「災害時の心のケアの大切さはもちろんのこと、岩手県で継続して取り組んでいる心のサポートの必要性と活用について改めて痛感した。安
全と危険を見極める力を育てていくこと、心のつぶやきを大切に扱うこと、ストレスは悪いものではなくコントロールできるものという捉え方等、
映像とともに講義していただき分かりやすかった。授業に取り入れて実践を積み重ねていきたいと思う。」



３．チーム員の構成と課題

〇チーム員対象者
管理職を除く主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、事務職員、実習助手
教育機関の職員（指導主事を含む教育委員会職員）
〇チーム員構成の概要
・教員（管理職を除く） ・教育委員会事務局等

小学校 １３名 本庁 ２０名
中学校 ７名 教育事務所 １３名
県立学校 ９名 市町村教委 6名

                   29名 ３９名
計 ６8名

・市町村への配置割合 49％（右図参照）
●・・・チーム員が配置されている市町村

〇事前アンケートより
・東日本大震災津波当時の在籍

沿岸部 ３２％ 内陸部 ５０％ 教員ではない １８％
・災害時の学校支援の経験（震災、豪雨災害等）

ある ５９％ ない ４１％
・経験した支援の内容（多かったもの）

・校舎内外の被害確認 ・児童生徒の心のケア
・避難所対応 ・情報収集、発信 ・電話対応
・その他（被災した職員の住居確保 予算措置 等）

チーム員構成の課題
〇小学校、中学校、県立学校所属のチーム員
が少ない
→研修の計画を4月当初に周知し、年度当

      初から研修への参加を検討できるように    
      する。
〇チーム員の配置地域の偏り
令和7年度はあくまで本人の意思と所属長
の承認による募集とし、教育事務所ごとの割
り当て、推薦等を求めなかった。
   →県内の各地域相互の支援体制の充実を
      図るため、バランスの良い配置を目指す。

一方、上記2点のどちらについても、地域や
学校ごとの教職員数、業務負担の状況等は
考慮する必要がある。



4．今後の取組の見通し
〇他都道府県の経験からの学びによる機能強化

・県外の支援チームの研修等への本県チーム員派遣
・本県の研修へ県外のチーム員を講師として招聘

〇他都道府県との情報共有、連携による機能強化
・各都道府県の取組状況を共有する機会の設定により、有事の際の連携体制の円滑化、強化を図る

〇派遣に係るチーム体制の調整、最適化
・実際の派遣に備え、班編成の最適化や学校間調整について検討

〇研修の継続による支援チーム員の増員・能力向上
・新規チーム員養成研修（2回/年）を継続し、管理職任用による解嘱も踏まえた増員を図る

    令和9年度までに計120名程度のチーム規模を目標とする（5名/1チーム × 24週 → 約６か月の継続した支援が可能）

・既存チーム員へのスキルアップ研修（1回/年、対象はR7認定チーム員）の実施
先行設置自治体のチーム員による講義、演習等 学校運営や避難所運営を想定した演習等（予定）
岩手県防災教育研修会等、既存の研修会をスキルアップの機会として位置付けることについて検討

   ・諸機関主催の防災研修等の情報収集、チーム員の受講促進等について検討

〇「D-ESTいわて」運営委員会による課題解決に向けた検討の継続
   ・令和7年度の「チーム設立に向けた検討会議」を「運営委員会」として諸課題について協議

Ｒ７
68名を認定

Ｒ８
＋30名（計90名）

Ｒ９
＋30名（計120名）
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